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この契約書（案）は、伊豆の国市（以下「本市」という。）が実施する官民連携みどり区簡易

水道事業包括管理運営業務（以下「本業務」という。）を受託する民間事業者（以下「受注者」

という。）との契約内容案を定めたものであり、本業務に係るプロポーザル応募希望者（以下

「応募者」という。）に交付するもので、別冊の以下の書類と一体をなすものである（これらの

書類を総称して、以下「募集実施要領等」という。）。 

 

① 募集実施要領 

② 要求水準書 

③ 提案評価基準 

④ 様式集 

⑤ 契約書（案）  （本資料） 

 

 応募者は、募集実施要領等の内容を十分に理解した上で、必要な書類を作成、提出することと

する。 



 

 

業 務 委 託 契 約 書（案） 
 

 

 １．委託業務の名称  官民連携みどり区簡易水道維持管理事業 

包括管理運営業務 

 

 ２．履 行 箇 所  伊豆の国市  

 

 ３．契 約 期 間  着 手  令和   7年    8月   15日 

    完 了  令和   12年   3月   31日 

                          （履行期間 令和 7年 10月 1日～令和 12年 3月 31日） 

 

 ４．業 務 委 託 料  ￥                 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥         ） 

 

 ５．業務委託料の支払  前払金額    な  し     

 

 ６．契 約 保 証 金 額   

 

  上記の委託業務について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づ 

いて、別添の契約書（案）によって委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履 

行するものとする。 

  この契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、当事者記名押印の上、 

各自１通を所持する。 

 

  令和  年  月  日 

 

  発 注 者 伊豆の国市長  山 下 正 行          印 

 

    住 所  

  受 注 者 商号又は名称               印 

    氏 名      

 

  

 収 入 

印 紙 
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第１章 総則 

（総則） 

第 1 条 発注者及び受注者は、この契約書に定めるもののほか別冊の募集実施要領、要求水準書

及び別添資料等、並びに受注者が提出した提案書（以下「要求水準書等」という。）に従い、

本業務を履行する。 

２ 前項に記載の各書類等の間に齟齬がある場合には、この契約、要求水準書、募集実施要領、

別添資料等、提案書の順に優先して適用する。 

  ただし、受注者が提出した提案書がその他の要求水準書等の求める水準を上回る事項につい

ては、提案書を優先する。 

 

（使用言語等） 

第 2 条 この契約において用いる言語等は次の各項のとおりとする。 

２ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

３ この契約は日本法に準拠するものとし、日本法により解釈される。 

４ この契約に定める金額の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、特別の定めがある場合

を除き、計量法（平成 4年法律第 51号）の定めるところによる。 

６ この契約における期間の定めについては、特別の定めがある場合を除き、民法（明治 29 年

法律第 89 号）及び商法（明治 32年法律第 48号）の定めるところによる。 

７ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる時刻は、日本標準時とする。 

（書面主義） 

第 3 条 この契約に基づく指示、請求、通知、報告、承諾、承認、通告、協議、合意及び解除

（以下「指示等」という。）は、特別の定めのある場合を除き、書面により行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急でやむを得ない事情がある場合は、指示等を口頭で行うこと

ができる。なお、この場合において既に行った指示等は、後日書面に記載し相手方に交付する。 
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第２章 事業の範囲 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第 4 条 受注者は、対象業務（要求水準書等において定義する。以下同じ。）が水道サービスと

して公共性を有することを十分理解し、本業務の実施にあたっては、その趣旨を尊重するもの

とする。 

２ 発注者は、本業務が民間の受注者によって実施されることを十分理解し、その趣旨を尊重す

るものとする。 

 

（本業務の範囲） 

第 5 条 発注者は、要求水準書等に従い、対象地域の営業業務等に係る業務を受注者に委託し、

受注者は、これを受託する。本業務の範囲は、次の各号のとおりとし、詳細は要求水準書によ

るものとする。 

〇営業業務 

① 窓口対応業務 

② 検針業務 

③ 料金等徴収業務 

④ 関連業務    

⑤ その他業務 

 

（関係法令の遵守） 

第 6 条 受注者は、本業務の履行にあたり、水道法、労働基準法、労働安全衛生法、労働者災害

補償保険法、伊豆の国市簡易水道事業給水条例、水道法施行規則の一切の関係法令を遵守する

とともに、善良な管理者の注意をもって本業務を実施する。 

（関連法令変更に伴う通知の付与） 

第 7 条 この契約締結日以降に法令が変更されたことにより、この契約に従って本業務を実施す

ることができなくなったとき、実施が著しく困難になったとき、又は当該実施のために追加費

用が発生するとき、受注者は、その内容の詳細を記載した書面をもって、直ちに発注者に通知

する。 

２ 発注者及び受注者は、前項の通知がなされた日以降において、この契約に基づく自己の義務

が法令に違反することとなった場合、履行期日における当該自己の義務が法令に違反する限り

において、その履行義務を免れるものとする。 

ただし、発注者及び受注者は、法令変更により相手方に発生する損害を最小限にするよう努

力しなければならない。 

（法令変更に伴う協議及び追加費用の負担） 

第 8 条 発注者は、前条の通知を受けた場合、法令変更に対応するため、速やかに契約の変更、
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追加費用の負担等について、受注者と協議してこれを定めるものとする。 

（許認可等） 

第 9 条 本業務の実施に関し、国及び地方公共団体又はその機関への届出、許認可が必要となる

場合は、受注者が自己の責任と費用によりこれを行う。 

ただし、発注者は受注者に必要な協力を行うものとする。 

２ 法令上、発注者が申請すべきものについては、発注者が自己の責任と費用によりこれを行う。 

ただし、受注者は発注者に必要な協力を行うものとする。 

（業務委託期間） 

第 10 条  発注者が受注者へ本業務を委託する期間は、令和 7年 10月 1日から令和 12年 3月 31

日まで（以下「履行期間」という。）とする。 

（業務準備期間） 

第 11 条  この契約締結の日から令和 7 年 9月 30 日までは業務準備期間とする。受注者は、発注

者及び現在の維持管理事業者より業務の引継ぎを受け、業務の習熟に努めるものとし、業務準

備期間に係る受注者の費用は受注者が負担する。 

（受注者の実施体制） 

第 12 条  受注者は、本業務を実施するため、総括責任者並びに業務従事者を定め、発注者に通

知するものとする。また、その者を変更した場合も同様とする。 

２ 総括責任者は、本業務における責任者として、業務従事者を指揮監督し業務の実施を総括す

るものとする。 

３ 受注者は、業務従事者について、営業業務、緊急時対応業務のそれぞれに関して、実務経験

を有している者を従事させることとする。 

４ 受注者は、業務従事者に対し、使用者として法律に規定されたすべての義務を負うとともに、

妥当な労働条件及び賃金の確保に努めなければならない。 

（発注者の実施体制） 

第 13 条  発注者は、本業務を監督するとともに、受注者との連絡・協議にあたらせるため、監

督職員を定める。 

２ 発注者は、前項により監督職員を置いたときは、その職名及び氏名を受注者に通知する。監

督職員を変更した場合も同様とする。 

３ 監督職員は、次の各号に掲げる権限を有する。 

(1) この契約の内容に関する受注者の確認の申し出又は質問に対する回答 

(2) この契約の履行に関する受注者又は受注者の総括責任者との協議 

(3) 受注者の総括責任者及び業務従事者が不適と見なす場合の交代要求 

４ 前項の規定による監督職員の指示及び回答は、書面により行うものとする。 

５ この契約に定める書面の提出及び受領は、監督職員により行うものとする。 
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（再委託等） 

第 14 条  受注者は、本業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

ただし、その一部について、あらかじめ書面によって発注者の承諾を得た場合は、この限り

でない。 

２ 受注者は、本業務の一部を第三者に再委託する場合、当該第三者の行為についての責任を負

担する。 

（施設及び設備の確認及び使用） 

第 15 条  発注者及び受注者は、業務準備期間終了日（令和 7年 9 月 30日）までの間に、本業

務に関する施設及び設備等の性状、規格、機能、数量、その他内容について、双方立会いの

上、確認するものとする。 

２ この契約に従い受注者が調達する義務を負うものを除き、発注者は受注者による本業務遂行

にあたって必要な施設、機材、その他受注者が合理的に要求するものを無償で貸与又は支給す

る。 

３ 発注者は、本業務に関する施設及び設備について、本業務を安全に行うために必要な措置を

講じるものとする。 

４ 受注者は、本業務に関する施設及び設備について、善良な管理者の注意をもって、これを使

用し、又は保存し、若しくは保管する。 

（貸与品等） 

第 16 条  本業務実施に際し、前条第 2 項の規定により発注者が受注者に貸与する物品（以下

「貸与品等」という。）の品名、数量、引渡場所及び引渡時期は、要求水準書等に定めるとこ

ろによる。 

２ 前項の規定により、発注者が受注者に貸与する貸与品等につき、発注者は受注者に所有権を

与えるものではない。 

３ 受注者は、貸与品等の引渡を受けたときは、引渡の日から 14 日以内に、発注者に受領書又

は借用書を提出する。 

４ 受注者は、貸与品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

５ 受注者は、この契約の定めるところにより、本業務の完了、契約の解除、変更等があった場

合、貸与品等を速やかに返還する。 

６ 受注者は、故意又は過失により貸与品等が減失又は毀損し、その返還が不可能となったとき

は、発注者の選択により、発注者の指定した期間内に代品を納め、又は現状に復して返還若し

くは返還に代えて損害を賠償し、その費用を負担する。 

（業務履行計画書及び業務実施計画書の策定） 

第 17 条  受注者は、この契約締結後、要求水準書等に基づいて、業務履行計画書を作成し、発

注者に提出する。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、業務履行計画書の変更若しくは修正又は再提出を請

求することができる。 
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３ 受注者は、業務履行計画書に基づき、年間及び月間の業務内容を記した業務実施計画書を作

成し、発注者の承認を得てから業務を行うものとする。 

（計画の実施に伴う費用） 

第 18 条  前条の業務履行計画及び業務実施計画の実施は、受注者の責任と費用により行うもの

とする。 

（緊急事態に対する措置）  

第 19 条  通常の業務に支障をきたす停電、火災、その他緊急事態が発生した場合に備え、発注

者と受注者は別途災害時の対応（職務）について覚書を締結する。詳細については発注者と受

注者で協議する。 

２ 発注者は、必要に応じてその対応を受注者と協議し、必要な措置を指示するものとする。 

３ 第 1 項及び前項の場合において、必要と認めるときは、発注者は受注者に対し水道水の供給

の一部又は全部を停止することを指示することがある。 

４ 発注者及び受注者は、災害時や緊急時に備え、協働して緊急時対応等マニュアル等を策定す

るものとする。 

 

（協働の措置） 

第 20 条  第 19 条の規定による第三者への影響を最小限にとどめるため、発注者及び受注者は

協働して必要な措置を講ずるものとし、受注者は、最大限の誠意と努力をもって、発注者に協

力する。 

２ 前項における受注者の協力が本業務の範囲外である場合に、追加費用が生じたときは、発注

者がこれを負担する。 

ただし、受注者の責めに帰すべき理由により、追加費用が生じたときは、受注者がこれを負

担する。 

（臨機の措置） 

第 21 条  受注者は、災害防止のため必要があると認められるときは、臨機の措置をとらなけれ

ばならない。 

２ 前項の場合において、受注者は、事前に発注者の意見を聴かなければならない。 

ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りではなく、受注者は、自らとった措

置の内容を発注者に直ちに報告する。 

３ 発注者は、受注者が第 1 項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措

置に要した費用のうち、受注者が本業務委託料の範囲において負担することが適当でないと認

められる部分については、発注者がこれを負担する。 
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第３章 モニタリング 

（業務記録の作成） 

第 22 条  受注者は、この契約の履行に関する記録等を作成、整理し、常時、履行場所に備えな

ければならない。 

（業務の報告） 

第 23 条  受注者は、毎日、業務日報を作成し、発注者が指定する時間までに、前日分に係る業

務日報の写しを発注者に提出する。 

２ 受注者は、本業務の実施状況を正確に反映した月間業務報告書を作成し、各月の発注者が指

定する期日までに前月の月間報告書を発注者に提出する。 

３ 受注者は、事業年度ごとに年間業務報告書を作成し、翌年度の発注者が指定する期日までに、

発注者に提出する。 

（実施状況の確認） 

第 24 条  発注者は、履行期間中、自己の費用により、受注者が実施する業務の質及び内容を確

保するため、次項の定めるところにより本業務の実施状況を確認する。 

２ 発注者は、前条に規定する業務報告書に基づき、受注者の立会いの上、書類検査及び現地検

査により、本業務の実施状況を確認する。 

３ 前項によるほか、発注者は、必要と認めたときは、受注者に対して事前に通知することなく、

現地調査により、本業務の実施状況を検査することができる。 

４ 前項の場合において、受注者は、本業務の実施状況を説明し、又は書類を提出するなど発注

者に協力する。 

（改善通告） 

第 25 条  前条による確認の結果、要求水準書等に定める水準の未達が判明した場合には、発注

者は、受注者に対して、当該未達部分を明らかにし、その是正のため、改善措置をとることを

通告する。 

２ 受注者は、前項の通告を受けたときには、当該通告を受領した日から 10 日以内に、改善方

法及び期日等の改善計画を定めた改善計画書を発注者に提出するとともに、その実施状況を報

告する。 

３ 発注者は、前項又は次項の改善計画書の内容が不十分であると認めるときは、受注者に対し

て、理由を明らかにした上で、当該改善計画書の修正を求めることができる。 

４ 受注者は、前項に基づく修正の請求を受けたときには、当該請求を受領した日から 10 日以

内に、修正後の改善計画書を発注者に提出するとともに、修正後の改善計画書に基づく実施状

況を報告する。 

（改善計画書の変更） 

第 26 条  前条の改善計画の実施状況を確認した結果、期日までに是正がなされなかったとき

は、発注者は受注者に対して、当該改善計画書を変更し、又は再提出するよう通告する。 
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２ 前条第 2項、第 3 項及び第 4項の規定は、改善計画書の変更及び再提出の場合に準用する。 

（総括責任者等の交代要求） 

第 27 条  再度の改善計画書に定める期日までに、要求水準書等に定める水準の未達が是正され

ないときには、発注者は受注者に対し、総括責任者等の交代を要求することができる。 

（総括責任者等及び監督職員に対する措置請求） 

第 28 条  発注者は、総括責任者又は受注者の使用人若しくは第 14 条の規定により受注者から

業務を委任され、若しくは請け負った者がその業務の実施につき著しく不適当と認められると

きは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求す

ることができる。 

２ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、そ

の結果を、請求を受けた日から 10 日以内に発注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に対

して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、そ

の結果を、請求を受けた日から 10 日以内に受注者に通知しなければならない。 
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第４章 本業務委託料 

（業務の検査等） 

第 29 条  受注者は、履行期間中、毎月及び毎年度の業務が完了したときは、速やかに業務完了

届及び業務報告書を発注者に提出するものとする。 

２ 発注者は、前項の規定による業務完了届及び業務報告書を受領したときは、その日から起算

して 10 日以内に受注者の立会いの下、要求水準書等に定めるところにより、業務の完了を確

認するための検査を完了し、当該検査の結果を受注者に通知する。 

３ 受注者は、前項の検査の結果不合格となり発注者から改善を命じられたときは、遅滞なく当

該改善を行い、発注者の再検査を受けなければならない。 

４ 第 1項及び第 2項の規定は、前項の改善の完了及び再検査の場合に準用する。 

（本業務委託料の支払） 

第 30 条  受注者は、前条の検査に合格したときは、書面により業務委託料（以下「本業務委託

料」という。）の支払を請求するものとする。 

２ 本業務委託料の算定方法は、別添 1 によるものとする。 

３ 発注者は、第 1項の本業務委託料の支払は、適法な支払請求書を受理してから 30日以内（以

下本条において「約定期間」という。）に当該請求金額を受注者に対して支払わなければなら

ない。 

４ 発注者が、その責めに帰すべき事由により前条第 2 項の期間内に検査をしないときは、その

期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、約定期間の日数から差し引くものと

する。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延

日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなし、直ちに発注者は受注者に対

し、本業務委託料を支払わなければならない。 

５ 発注者の責めに帰すべき理由により、第 2 項に規定する支払が遅れたときは、受注者は、未

受領金額につき、支払期限の翌日から起算し、遅延日数 1 日について政府契約の支払遅延防止

等に関する法律（昭和 24年法律第 256号）第 8条第 1項の規定に基づきその時々において定め

る割合で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

（本業務委託料の支払停止） 

第 31 条  第 26 条に基づき、変更又は再提出した改善計画書（以下「再度の改善計画書」とい

う。）に定める期日までに当該水準の未達が是正されないときは、発注者は受注者に対し、事

前に書面により通知した上で、その是正が完了するまでの間、本業務委託料の支払を停止する

ことができる。 

２ 前項の支払停止を行う場合には、発注者は受注者に対し、弁明の機会を与えなければならな

い。 

３ 当該水準の未達が是正されたときは、発注者は、第 1 項に基づき支払を停止していた本業務

委託料を、速やかに受注者に支払うものとする。この場合、支払を停止していた期間に係る利

息は一切付さないものとする。 
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（本業務委託料の減額） 

第 32 条  発注者は、本業務委託料の減額を行うべき事実を確認した場合、当該事実が発生した

日以降、最初の支払期において、支払うべき本業務委託料の額を減額することができる。 

２ 受注者は、本業務委託料の減額を受けたことをもって、その損害を賠償すべき責めを免れる

ものではない。 

（物価の変動等に基づく本業務委託料の変更） 

第 33 条  予期することのできない特別な事情により履行期間内に日本国内において急激なイン

フレーション又はデフレーションを生じ、本業務委託料の額が著しく不適当となったときは、

発注者又は受注者は、年度途中においても本業務委託料の額の変更を請求することができる。 

２ 予期することのできない特別な事情により履行期間内に急激な業務量の増減を生じ、本業務

委託料の額が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、年度途中においても本業務

委託料の額の変更を請求することができる。 
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第５章 契約の終了 

（履行期間終了等に伴う業務引継等） 

第 34 条  本業務が終了したとき（この契約の規定により契約が解除されたときを含む。以下同

じ。）は、受注者は発注者の指定する者に、本業務に係る業務引継ぎを行うものとする。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。 

(1) 指導の必要がない事由を受注者が書面で提出し、これを発注者が認めたとき。 

(2) 発注者が指導の必要がないと認めたとき。 

２ 受注者は、この契約締結後、本業務に係る引継事項（業務の終了又は解除後に本業務を実施

する者に必要となる事項）を作成し、本業務が終了するまで、履行場所に備えておくものとす

る。 

３ 本業務が終了する前に、発注者の指定する者に本業務に係る業務引継ぎを行う場合、受注者

は、発注者に協力して運転指導等の引継ぎを行うものとする。 

４ 指導の内容、期間等は、発注者と受注者との協議により定める。 

５ 業務引継ぎに係る受注者の費用は受注者が負担する。 

（契約終了時の施設及び設備の確認） 

第 35 条  この契約が終了するときは、発注者及び受注者の双方が立会いの上、本業務に関する

施設及び設備について、第 15 条第 1項に基づき確認した内容と相違がないことを確認する。 

２ 前項の確認の結果、施設及び設備の内容との相違があるときは、受注者は、自己の責任と費

用により必要な補修を行わなければならない。ただし、その相違が通常の使用による損耗の場

合及び発注者の特段の指示に基づくものである場合又は発注者が別途認めた場合は、この限り

ではない。 

（発注者の解除権） 

第 36 条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合には、受注者に対して書面に

より通知した上で、この契約を解除することができる。 

(1) 受注者の責めに帰すべき事由により、業務に着手すべき時期を過ぎても業務に着手できな

いとき、又はその見込みがないと明らかに認められるとき。 

(2) 発注者が受注者に対して、第 31 条第 1 項の規定に基づき、本業務委託料の支払停止措置

を講じた後、60日を経過しても、当該支払停止の理由となった当該水準の未達が是正されな

いとき。 

(3) 受注者の責めに帰すべき事由により、この契約の履行が不能となったとき。 

(4) 前号に規定するもののほか、受注者がこの契約に違反し、その違反によりこの契約の目的

を達成することができないと認められるとき。 

(5) 受注者が、破産、会社更生、民事再生若しくは特別清算のいずれかの手続きについて取締

役会等でその申立等を決議したとき、又は第三者によってその申立がなされたとき。 

(6) 受注者が、自ら業務を放棄し、10日間以上にわたりその状態が継続したとき。 

(7) 受注者が、この契約に基づく義務に著しく違反したとき。 



13 

 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、業務の既履行部分を検査し、当該

検査に合格した既履行部分に相応する本業務委託料を支払うものとする。 

３ 発注者は、第 1 項の規定によりこの契約を解除したときは、受注者に対して残存履行期間に

対応する本業務委託料の 100分の 10に相当する金額を違約金として請求することができる。 

４ 受注者は、第 1 項の規定により契約が解除された場合において、前項に規定する違約金を上

回る損害が発注者にあるときは、その差額を発注者に賠償しなければならない。 

５ 受注者は、第 1 項の規定によりこの契約を解除されたときは、発注者に対してその損失の補

償を請求することができない。 

（受注者の解除権） 

第 37 条  受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合には、発注者に対して書面に

より通知した上で、この契約を解除することができる。 

(1) 発注者が、この契約に基づいて履行すべき本業務委託料の支払について、第 30 条第 3 項

に定める支払期限を経過してから 60日を過ぎても本業務委託料を支払わないとき。 

(2) 発注者が、この契約に基づく重要な義務に違反し、かつ、そのことを受注者が発注者に対

し通知した後、30日を経過しても当該違反を是正しないとき。 

(3) 発注者の責に帰すべき事由により、この契約の履行が不能となったとき。 

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除した場合において、これにより受注者に損害を及ぼ

したときは、受注者と協議して、その損害を賠償しなければならない。 

３ 前条第 2項の規定は、第 1 項の規定により契約が解除された場合に準用する。 

（談合その他不正行為による解除） 

第 38 条  発注者は、この契約において次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除する

ことができる。 

(1) 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして、私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下「独占禁止法」という。）第 7条第 1項若し

くは第 2項（第 8条の 2第 2項及び第 20条第 2項において準用する場合を含む。）、第 8条の

2 第 1 項若しくは第 3 項、第 17 条の 2 又は第 20 条第 1 項に規定する排除措置命令を行い、

当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして、独占禁止法第 7 条の 2第 1 項（第

8 条の 3 において読み替えて準用する場合を含む。）、第 7 条の 9 第 1 項若しくは第 2 項又は

第 20 条の 2 から第 20 条の 6 までに規定する課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定

したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第 2 項の規定により取り消された場

合も含む。）。 

(3) 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）に対し、刑法（明治 40

年法律第 45号）第 96 条の 6又は同法第 198条の規定による刑が確定したとき。 

(4) 受注者が地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 2 項第 2 号に該当す

ると認められたとき。 
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（損害賠償） 

第 39 条  発注者及び受注者は、本業務の実施に際して発注者及び受注者がそれぞれの責めに帰

すべき事由により相手方に損害を与えたときは、法律上責任を負うべきもので、かつ、その帰

責事由と発生した損害に相当因果関係のある範囲で、その損害を賠償するものとする。 

また、受注者は、本業務の実施に際して第三者に損害を与えたときは、第三者に対し法律上

支払義務を負う損害賠償額の全額を支払うものとする。ただし、発注者の責めに帰すべき事由

又は発注者及び受注者の双方の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えたときは（受注

者が発注者の責めに帰すべき事由がある事を知りながらこれを通知しなかったときは除く。）、

受注者は、それぞれの責めに帰すべき事由の割合に応じて、発注者へ求償することを妨げるの

もではない。 

２ 発注者又は受注者が、第三者から損害賠償請求を受けた場合、直ちに相手方に報告しなけれ

ばならない。 

３ 発注者又は受注者が、第三者と和解等する場合は、相手方の承諾を得なければならない。 
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第６章 危機管理 

（リスクとその責任分担） 

第 40 条  発注者及び受注者の本業務の履行に伴い、発生が予測されるリスクとその責任分担に

ついては、要求水準書等に定める「リスクとその責任分担」によるものとする。 

（保険） 

第 41 条  受注者は、履行期間中、自己の費用により、第三者を対象とした賠償責任保険など、

必要な保険を付保するものとする。 

２ 受注者が加入する保険は、全て業務開始日以前に契約し、その保険証書の写しを発注者に提

出する。 

３ 発注者が所有及び管理する施設及び設備に関する火災保険等は、発注者が付保する。 

（故意又は過失による損害賠償） 

第 42 条  本業務の履行において生じた損害その他業務を行うにつき生じた損害（第 2項及び第

3 項に規定する損害を除く。以下本条において「業務履行に係る損害」という。前条により付

された保険によりてん補された部分を除く。）については、受注者が負担する。 

ただし、発注者の責めに帰すべき事由により生じた業務の履行に係る損害（前条により付さ

れた保険によりてん補された部分を除く。）については、発注者が負担する。 

２ 本業務を行うにつき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害の賠償を行わ

なければならないときは、受注者がその賠償額を負担する。 

３ 前項の規定にかかわらず、賠償額（前条により付された保険によりてん補された部分を除

く。）のうち、発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者がその賠償

額を負担する。 

ただし、受注者が発注者の責めに帰すべき事由がある事を知りながらこれを通知しなかった

ときは、この限りではない。 

４ 第 2 項及び前項に規定する場合その他業務を行うにつき第三者との間に紛争を生じた場合に

おいては、発注者と受注者が協力してその処理解決に当たるものとする。 

（不可抗力による損害） 

第 43 条  暴風、豪雨、洪水、地震、落雷、地すべり、落盤、火災、騒動、暴動、その他自然的

又は人為的な事象（要求水準書等で基準を定めたものにあっては、当該基準を超えるものに限

る。）であって、発注者と受注者双方の責めに帰することができないもの（以下「不可抗力」

という。）により、この契約に従って本業務を実施することができなくなったとき、実施が著

しく困難になったとき、又は当該実施のために追加費用が発生するとき、受注者はその内容の

詳細を記載した書面をもって、直ちに発注者に通知する。 

２ 発注者及び受注者は、前項の規定により、この契約の履行不能、履行困難及び追加費用の発

生が確認されたときは、損害を最小限にとどめるよう努力する。 

３ 発注者は、第 1 項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受注
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者が善良な管理者の注意を怠ったことに基づくもの及び第 41 条により付された保険によりて

ん補された部分を除く。以下本条において同じ。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知

する。 

４ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を発注

者に請求することができる。 

５ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、発注

者及び受注者の協議の上で支払うものとする。 

（不可抗力による契約の解除） 

第 44 条  この契約の締結後における不可抗力により、発注者が事業の継続が困難と判断した場

合、又はこの契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合は、発注者は受注者と協

議の上、この契約を解除することができる。 

２ 前項の規定により、この契約を解除する場合は、発注者は受注者に対して、履行期間の終了

日までの本業務委託料のうち、未払の本業務委託料について発注者及び受注者の協議に基づき

一定の減額を行った上で支払うものとする。この場合における本業務委託料の支払手続は、発

注者及び受注者の協議を行った上で定めるものとする。 
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第７章 補則 

（秘密の保持） 

第 45 条  発注者及び受注者は、本業務の実施上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

２ 前項の定めは、第 11条に定める履行期間終了又は解除後も存続する。 

３ 発注者又は受注者は、本業務の履行に伴い知り得た情報、発注者及び受注者の活動について

の重要な事項、事態、条件等に関し、新聞等の第三者へ情報を開示する場合は、事前に他方の

了解を必要とする。 

（個人情報の保護） 

第 46 条  この契約を履行するにあたり、個人情報の取扱に関しては、法令及び発注者が定める

個人情報の保護に関する取扱い等に基づくものとする。 

（報告及び通報の義務） 

第 47 条  受注者は、暴力団等による不当介入を受けた場合は断固としてこれを拒否するととも

に、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行い捜査上必要な協力を行う。 

２ 前項の規定により警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行った場合は、速やかにその内容

を記載した書面により発注者に報告する。 

（業務内容及び契約の変更等） 

第 48 条  発注者及び受注者は、必要があると認めるときは、本業務内容の変更を申し出ること

ができる。 

２ 発注者及び受注者の両者が書面により合意した場合にのみ、契約内容の変更を行えるものと

する。 

３ 発注者及び受注者は、第 1 項及び前項の変更において、本業務委託料又は履行期間を変更す

る必要があるときは、発注者と受注者が協議してこれを定めるものとする。 

（権利義務の譲渡等） 

第 49 条  受注者は、発注者の事前の承諾がある場合を除き、この契約上の地位及び権利義務を

第三者に譲渡し、担保に提供し、又はその他の処分をしてはならない。 

２ 受注者は、本業務に関する施設及び設備について、第三者に対して譲渡し、若しくは貸与し、

又は担保の目的としてはならない。 

（著作物の使用等） 

第 50 条  発注者及び受注者は、受注者が発注者に提出する報告書に係る著作権の帰属に関して

は、次の各号の定めるところによるものとする。 

(1) 本業務で、発注者のために新規に作成された報告書の著作権は、受注者に帰属するもの

とする。ただし、発注者はこれを無償で、かつ、無期限に任意の方法で独占的に利用するこ

と（加工することを含む。）及び公表することができるものとし、受注者はこれを異議なく

許諾する。その利用の権利は、この契約の終了後も存続するものとする。また受注者は、自
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ら又は著作者をして、報告書に係る権利を第三者に譲渡し、若しくは継承し、又は譲渡さ

せ、若しくは継承させてはならない。 

(2) 前号の規定にかかわらず、発注者又は受注者が従前から有している既存の著作物の著作

権で、報告書に利用されているものは、当該発注者又は受注者に帰属するものとする。な

お、従前から受注者に帰属する著作物については、受注者は、発注者に対し著作権法（昭和

45 年法律第 48 号）に基づく利用及び公表を無償で、かつ、無期限で許諾するものとする。

ただし、発注者は、受注者の承諾を得ずに当該著作物を利用する権利を第三者に譲渡しては

ならない。 

（公租公課） 

第 51 条  この契約に関して生じる公租公課は、すべて受注者の負担とし、発注者は、本業務委

託料に含まれる消費税及び地方消費税を負担するほかは、この契約に関連するすべての公租公

課について、別段の定めがある場合を除き、負担しないものとする。 

２ この契約締結後、消費税法（昭和 63年法律第 108号）の改正等によって消費税及び地方消費

税の額に変動が生じた場合は、発注者は、この契約を変更することなく本業務委託料に相当額

を加減して支払う。 

（契約保証金） 

第 52 条  受注者は、この契約と同時に本業務委託料の 10分の 1 以上の契約保証金を納付しな

ければならない。ただし、この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補するため履

行保証証券契約を締結した場合は、契約保証金の納付を免除する。 

（管轄裁判所） 

第 53 条  この契約に関する紛争は、静岡地方裁判所とするものとし、発注者及び受注者は、同

裁判所の第一審における専属的合意管轄に服することに同意する。 

（紛争の解決） 

第 54 条  この契約の各条項において発注者及び受注者が協議して定めるものにつき、協議が整

わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服のある場合、その他この契約に関して発

注者と受注者の間に紛争が生じた場合には、発注者及び受注者は、協議の上調停人１名を選任

し、当該調停人のあっせん又は調停によりその解決を図る。この場合において、紛争の処理に

要する費用については、発注者及び受注者が協議して特別の定めをしたものを除き、調停人の

選任に係るものは発注者と受注者で折半し、その他のものは発注者と受注者それぞれが負担す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、総括責任者の業務の実施に関する紛争、受注者の使用人又は受注

者から業務を委任され、又は請け負った者の業務の実施に関する紛争及び監督職員の職務に関

する紛争については、第 28 条第 2項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第 4項

の規定により発注者が決定を行った後又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第 2 項

若しくは第 4 項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項のあっせん又は調
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停の手続きを請求することができない。 

３ 第 1 項の規定にかかわらず、発注者又は受注者は、必要があると認めるときは、同項に規定

する紛争解決の手続き前又は手続き中であっても同項の発注者と受注者の間の紛争について民

事訴訟法（平成 8 年法律第 109 号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭和 26 年法律第 222

号）に基づく調停の申し立てを行うことができる。 

（契約に定めのない事項及び解釈の疑義） 

第 55 条  この契約若しくは要求水準書等に定めのない事項について、又はこの契約若しくは要

求水準書等の解釈に疑義を生じた場合は、その都度、発注者及び受注者が誠実に協議してこれ

を定め、又は解決するものとする。 
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別添 1 本業務委託料の算定方法 

本業務委託料の算定方法は次のとおりとし、各委託料に消費税及び地方消費税の額を加算して

支払うものとする。 

 

毎月の支払金額 

＝[各年度費用の合意金額]÷支払回数（年 12回） 

ただし、1 円未満の端数が生じたときは各年度の最初の支払月で調整する。 


